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◎ 会のうごき 

○ 諸会議の経過 

◇ 全国基地協議会・防衛施設周辺整備全国協議会正副会長会議  

  全国基地協議会（会長・光武佐世保市長）及び防衛施設周辺整備全国協議会（会

長・西村小松市長）は、７月 24 日、25 日の両日、神奈川県横須賀市において合同

の正副会長会議を開催した。  

 両協議会会長並びに開催地の沢田横須賀市長のあいさつに続いて、来賓の総務省

及び防衛施設庁から平成 16 年度基地関係予算概算要求をめぐる状況等の説明を含
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めたあいさつがあった。  

議事に入り、事務報告についてこれを了承するとともに、平成 16 年度基地関係

予算対策等、今後の運営について協議したほか、横須賀市の基地対策の概況等につ

いて説明を聴取した。  

  なお、会議終了後、海上自衛隊横須賀基地及び基地周辺対策に係る諸事業等の行

政視察を行った。  

（担当：社会文教部）  

  

◇ 全国基地関係協議会幹事会  

 全国基地協議会（会長・光武佐世保市長）及び防衛施設周辺整備全国協議会（会

長・西村小松市長）は、７月 31 日、８月１日の両日、各務原市において幹事会を

開催した。                     

 会議では、開催地の森各務原市長あいさつの後、正副代表幹事の選任について協

議し、代表幹事に水谷小松市飛行場課長を、副代表幹事に田中福生市秘書広報課長、

漆尾佐世保市基地対策課長をそれぞれ選出した。   

 続いて、総務省及び防衛施設庁から平成 16 年度基地関係予算の動向について説

明を聴取するとともに、質疑応答を行った。        

  議事に入り、事務報告及び今後の運営について了承するとともに、各務原市の基

地対策の概況等について説明を聴取したほか、航空自衛隊岐阜基地をはじめ、同市

の基地周辺対策に係る諸事業等の行政視察を行った。  

（担当：社会文教部）  

  

◇ 都市づくりに関する検討会  

  都市づくりに関する検討会を、８月１日、全国都市会館において開催した。 

はじめに、前回の会議概要を説明した。 

次に、全国市長会が委託している（財）日本都市センターに設置の都市計画制度

研究会に対して、都市づくりに関する各市の問題事例等を整理し、資料提供するこ

ととした。 

最後に、課題の検討として、特定建築物に係る権限の見直しについて各市から提

出された資料に基づき意見交換を行った。 

（担当：経済部）  

  

◇ 第３回電子自治体推進専門部会 

第３回電子自治体推進専門部会を８月６日、全国都市会館において開催した。   



3/6 
全国市長会会報第 669 号 平成 15 年８月 15 日 

沢田部会長挨拶の後、総務省の井上市町村課長から「電子自治体の推進について」

並びに内閣官房の阪本内閣参事官から「 e-Japan 戦略Ⅱ及び電子政府構築計画につ

いて」、それぞれ説明を聴取するとともに､意見交換を行った。  

続いて、議事に入り、事務局から「同専門部会の体制強化について」説明を行い、

「電子自治体推進専門部会の充実強化」 (７ /９行政委員会決定 )に基づき、新たに１

名増員することとされた副部会長に福谷羽曳野市長を選任した。また、幹事会の廣

川幹事長から「同専門部会のこれまでの活動経過等について」報告を受けるととも

に､「今後の検討課題について」協議した。  

（担当：行政部）  

 

◇   九州地区法律問題研究会  

  ８月７日、８日の両日、日田市において九州市長会及び本会の共催による標記研

究会を開催した。  

同研究会は、九州地区各都市の顧問弁護士及び訴訟事務担当職員を対象に都市行

政執行上の法律問題及び争訟対策についての討議、情報交換等を行うことを目的と

して毎年度開催しているものであり、１日目は、本会の石津顧問弁護士から「勤務

条件の不利益変更」、河合福岡法務局訟務部長から「迅速な裁判と行政庁の対応の

在り方－裁判迅速化法・改正民事訴訟法の施行に向けて－」と題してそれぞれ講演

があった。  

２日目は、関係市から提出された２件の議題、①「私立保育園の園長への保育料

滞納者に係る納付指導の依頼」及び②「公文書不開示決定等に係る情報公開条例の

運用及び情報公開審査会の審議」について検討を行い、また、各都市の情報交換と

して、①「住民からの個人情報閲覧請求」及び②「各市の個人情報保護条例の見直

し」について、それぞれ参加者による意見交換を行った。  

（担当：行政部）  

 

◎ 社会保障審議会福祉部会（第６回） 

社会保障審議会福祉部会が、社会福祉基礎構造改革後の社会福祉の状況変化や規

制緩和、地方分権の進展等を踏まえた対応等について審議することを目的として、

７月 28 日、厚生労働省において開催された。  

 会議では、厚生労働省からこれまでの経過説明、委員の紹介、当部会の趣旨説明

があった後、社会福祉を取り巻く状況について説明があり、議論を行うとともに、

「生活保護制度の在り方に関する専門委員会（仮称）」の設置について了承した。  

なお、本会からは、新たに臨時委員として松浦坂出市長（社会文教委員長）が参
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画することとなった。  

                      （担当：社会文教部）  

  

◎  健康日本 21 推進国民会議（第５回） 

健康日本 21 推進国民会議が、８月４日、虎ノ門パストラルにおいて開催された。 

会議では、澤田厚生労働事務次官あいさつの後、事務局から「健康日本 21 の進

捗状況」、「健康増進普及月間について」、「第４回健康日本 21 全国大会について」

説明を受けるとともに、各委員による事例報告と意見交換を行った。 

なお、本会からは三好福山市長が委員として参画している。 

（担当：社会文教部） 

 

◎ 社会保障審議会福祉部会生活保護制度の在り方に関する専門委員会（第１回） 

保護基準の在り方を始めとする生活保護制度全般について審議することを目的

として、社会保障審議会福祉部会の下に生活保護制度の在り方に関する専門委員会

が設置されたところであるが、その初会合が、８月６日、厚生労働省において開催

された。  

 会議では、委員紹介の後、委員長の選出を行い、岩田正美氏（日本女子大学人間

社会学部教授）を選出した。  

続いて、厚生労働省から生活保護の現状等について説明を受けるとともに、意見

交換を行った。  

なお、本会からは、臨時委員として松浦坂出市長（社会文教委員長）が出席した。  

                      （担当：社会文教部）  

  

◎ 産炭地域六団体連絡協議会代表者要望 

  産炭地都市振興協議会（会長・栗原大牟田市長）をはじめとする産炭地域六団体

連絡協議会（世話人・高橋北海道知事）の代表者は、８月７日、関係省庁、政党に

対して、①産炭地域の自立を促進する振興施策の積極的な展開、②地方財政支援の

継続、③工業団地の分譲促進等企業誘致に向けた対策の充実・強化、④炭鉱閉山に

伴う地域振興対策等の実施、⑤炭鉱技術移転５ヶ年計画の円滑な実施、⑥鉱害、炭

鉱跡地（ぼた山を含む）等石炭後遺症の早期解消、⑦特定地域開発就労事業の存続、

の７項目からなる平成 16 年度政府予算及び施策に関する要望を行った。 

  本会の産炭地都市振興協議会からは、会長の栗原大牟田市長、副会長の林芦別市

長が出席した。 

（担当：財政部） 
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◎ 第１回地方税電子化協議会総会 

インターネット上で地方税の申告を行う｢電子申告システム｣を、地方公共団体が

共同開発・運営するための｢地方税電子化協議会｣設立総会が、８月７日、麹町会館

において開催された。  

総会では、役員互選について事務局（全国地方税務協議会）から報告があり、互

選の結果、会長に石井岡山県知事、副会長に佐竹秋田市長（本会副会長）、松本佐

賀県北方町長、監事に鶴岡千葉市長（本会理事）、青木東京都日の出町長がそれぞ

れ選任された。  

議事に入り、地方税電子申告システム導入に向けての取組方針（案）、協議会の

設立（規約等）等について協議し、それぞれ原案のとおり決定した。  

次いで、総務省の板倉自治税務局長から、地方税電子申告システムの導入に向け

て総務省としても支援を続けていくとのあいさつがあった。  

（担当：財政部） 

 
◎ 市長の選挙 

（選挙日）  （市   名）  （ 市  長  名 ）  （当  選  回  数）  
  あいかわ  けんじ  

８月３日  千葉県富里市 相 川 堅 治 新任（８月 25 日就任） 

８月３日  広島県福山市  三  好   章 四選 

  み   ほ  け い い ち  

８月 10 日  福島県二本松市  三 保 恵 一 新任（８月 10 日就任） 

８月 10 日  愛知県津島市  三  輪    優 一期目継続 

   （公職選挙法第259条の２による）

（担当：総務部）  

 

◎ 事務局の人事 

 氏   名  〔新〕  〔旧〕  
（８月８日付）  星   直  樹  事務局次長  総務省自治大学校研究部長  

                           （担当：総務部）  

 
◎   行事予定  

月  日  時 間     会   議   名   所  管     場       所 

８月 17 日 

～24 日 
 北欧都市行政調査団 調 査 広 報 部  

８月 29 日 10：00 人事管理研修会 行 政 部 砂 防 会 館 別 館

シェ -ンバッハ ・サボ -
 10：30 同和対策特別委員会 社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 １ 会 議 室
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８月 29 日 12：30 介 護 保 険 制 度 検 討 小 委 員 会

ワーキンググループ 

社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

未 定
９月９日 13：30 欧 州 都 市 行 政 調 査 団 事 前 打

合せ会 

調 査 広 報 部 全 国 都 市 会 館

第 ３ 会 議 室

      （担当：企画調整室）  

 
※ 「会報」の情報は全国市長会のホームページ（メンバーズページ）でもご覧いただけます。 


